
番号 120

　　　処　　　 分 　　　名

処　分　の　概　要

　　　根　拠　法　令　名

　　　条　　　　　　　　  項

　　　所　　　管　　　課 介護保険課

　　　経由機関での処理期間 なし

　　　所管課での処理期間 ４５日

　　　標　準　処　理　期　間 計 ４５日

審　査　基　準

【根拠法令等】
介護保険法

第４４条第１項 　市町村は、居宅要介護被保険者が、特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業者から
当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所において販売される特定福祉用具を購入したときは、当該居
宅要介護被保険者に対し、居宅介護福祉用具購入費を支給する。
第２項 　居宅介護福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場合に限
り、支給するものとする。

第５６条第１項 　市町村は、居宅要支援被保険者が、特定介護予防福祉用具販売に係る指定介護予防サー
ビス事業者から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所において販売される特定介護予防福祉
用具を購入したときは、当該居宅要支援被保険者に対し、介護予防福祉用具購入費を支給する。
第２項 　介護予防福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場合に限
り、支給するものとする。

介護保険法施行規則

第７０条第１項 　居宅介護福祉用具購入費は、当該居宅要介護被保険者の日常生活の自立を助けるために
必要と認められる場合に限り支給するものとする。

第８９条第１項 　介護予防福祉用具購入費は、当該居宅要支援被保険者の日常生活の自立を助けるために
必要と認められる場合に限り支給するものとする。

松山市介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給要綱
(審査)
第6条　市長は，前条の申請に基づき受給資格の確認を行い，申請に係る福祉用具が特定福祉用具であり年
度内に同一の福祉用具を購入していないことの確認及び年度内の保険給付実績の給付上限を超えていない
ことを審査するものとする。

審査基準及び標準処理期間整理個表

福祉用具購入費の支給

申請に基づき、特定福祉用具、特定介護予防福祉用具購入費を支給する。

介護保険法（平成9年第123号）

第44条第1項，56条第1項

松山市介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給要綱第６条を基準とする。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



手続の流れ

　　　　　　１日

　　　　　　４５日

市 民 所 管 課

申請

支給

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。


